
自

至 令和　７年 ３月 ３１日

令和６事業年度

財   務   諸   表 （宿舎等勘定）

独立行政法人  高齢・障害・求職者雇用支援機構
令和　６年 ４月 　１日



（宿舎等勘定）

（単位：円）

　　　　　　　固定資産合計 6,999,690,552

　　　　　　　資産合計 8,106,642,800

　　　　　　　投資その他の資産合計 6,999,690,552

　　　　　破産更生債権等 392,298,077
　　　　　　貸倒引当金 △ 392,298,077 0

　　　　　投資有価証券 6,999,690,552
　　１　投資その他の資産
　Ⅱ　固定資産

　　　　　　　流動資産合計 1,106,952,248

　　　　前払金 575,337

　　　　未収消費税等 73,388
　　　　未収収益 10,336,848

　Ⅰ　流動資産

貸借対照表
（　令和７年３月３１日　）

資産の部

　　　　現金及び預金 1,095,966,675



（宿舎等勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和７年３月３１日　）

　　　　　　　負債純資産合計 8,106,642,800

　　　　　　　純資産合計 7,955,276,289

　　　　（うち当期総利益　0）

　　　　　　　利益剰余金合計 7,955,276,289

　　　　当期未処分利益 0

　Ⅰ　利益剰余金
　　　　前中期目標期間繰越積立金（注） 7,955,276,289

　　　　　　　負債合計 151,366,511

純資産の部

　　　　　　　固定負債合計 139,047,513

　　　　　退職給付引当金 137,942,859 137,942,859

　　　　長期預り金 1,104,654
　　　　引当金

　Ⅱ　固定負債

　　　　　　　流動負債合計 12,318,998

　　　　　賞与引当金 3,739,433 3,739,433
　　　　引当金

　Ⅰ　流動負債
　　　　未払金 8,579,565

負債の部

　　　　（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（宿舎等勘定）

（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
　　　業務費 35,692,200
　　　一般管理費 21,260,978
　　　　　損益計算書上の費用合計 56,953,178

Ⅱ　行政コスト 56,953,178

行政コスト計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）



（宿舎等勘定）

（単位：円）

　　当期総利益 0

　　当期純損失

　　前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 18,446,299

△ 18,446,299

　　　　賞与引当金繰入 3,577,308

　　　　　　　経常収益合計 38,506,879

　　　　人件費 1,777,657
　　　　賞与引当金繰入 162,125

　　　　　　　経常損失 △ 18,446,299

　　　　退職給付費用 △ 9,597,275
　　　　その他の業務費 1,390,578 35,692,200

　　　一般管理費

損益計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）

　　経常費用

　　　　人件費 40,321,589
　　　業務費

　　　　退職給付費用 △ 406,469
　　　　その他の一般管理費 19,727,665 21,260,978

　　　　　　　経常費用合計 56,953,178

　　経常収益

　　　業務収益
　　　　宿舎等業務収益 4,733 4,733

　　　財務収益
　　　　受取利息 20,733,564 20,733,564

　　　貸倒引当金戻入 6,162,644

　　　雑益 11,605,938

 （注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（宿舎等勘定）

(単位：円)
純資産変動計算書

（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）

うち当期総利益
または

当期総損失(△)

当期首残高 7,973,722,588 0 - 7,973,722,588 7,973,722,588

当期変動額

　Ⅰ　利益剰余金の当期変動額

　　（１）その他

　　　　　当期純利益または当期純損失（△） △ 18,446,299 △ 18,446,299 △ 18,446,299 △ 18,446,299

　　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 18,446,299 18,446,299 18,446,299 0 0

当期変動額合計 △ 18,446,299 0 0 △ 18,446,299 △ 18,446,299

当期末残高 7,955,276,289 0 0 7,955,276,289 7,955,276,289

当期未処分利益
または

当期未処理損失
(△)

利益剰余金合計

Ⅰ　利益剰余金

純資産合計
前中期目標期間繰

越積立金



（宿舎等勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　業務費及び一般管理費による支出 △ 32,995,668
　　人件費支出 △ 46,338,971
　　その他預り金支出 △ 83,680
　　業務収入 6,167,377
　　その他預り金収入 89,147
　　その他業務収入 10,436,397

　　　　　　小計 △ 62,725,398

　　利息の受取額 18,296,080

　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 44,429,318

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有価証券の取得による支出 △ 6,999,650,000
　　有価証券の償還による収入 2,000,000,000
　　定期預金の預入による支出 △ 500,000,000
　　定期預金の払戻による収入 5,200,000,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 299,650,000

Ⅲ　資金減少額 △ 344,079,318

Ⅳ　資金期首残高 940,045,993

Ⅴ　資金期末残高 595,966,675

キャッシュ・フロー計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）



（宿舎等勘定）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 0
当期総利益 0

Ⅱ 利益処分額
積立金 0

   利益の処分に関する書類



（宿舎等勘定） 

重要な会計方針 

   

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独立

行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下

「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

  

 

 １．減価償却の会計処理方法 

   有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

   また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87第１項）及び資産除去債務に対応する特定の除

去費用等（独立行政法人会計基準第 91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却相当累計

額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

 ２．貸倒引当金の計上基準  

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ３．賞与に係る引当金の計上基準  

   役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計

上しております。 

 

 ４．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 

 ５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

 

 ６．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 ７．有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的の債券については、償却原価法（定額法）によっております。 

  



（宿舎等勘定） 

重要な会計上の見積り 

 

 退職給付引当金 

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額 

  当事業年度 

退職給付引当金 137,942,859円 

 

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

  採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項〔退職給付債務関係〕に記載した内容

と同一であります。 

  退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額

から年金資産の額を控除して算出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれる退職給

付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を割り引いて計算しています。また、退職

給付に関連する損益の計算において、年金資産の額に長期期待運用収益率を乗じた期待運用収益の額

を考慮しており、実際運用収益との差異は未認識数理計算上の差異として将来に渡って費用処理され

ます。従って、割引率及び長期期待運用収益率が重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定となりま

す。割引率は国債の利回りを参考に決定しており、長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮し

決定しております。 

  これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事

業年度の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。 

  



（宿舎等勘定） 

注記事項 

 

〔行政コスト計算書関係〕 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 56,953,178円 

自己収入等 △ 38,506,879円 

機会費用 447,007円 

 

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

 

18,893,306円 

 

２．機会費用の計上方法 

国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での

勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。 

 

〔損益計算書関係〕    

・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当  34,512,507円 

法定福利費（職員）  5,809,082円 

 

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

租税公課  1,758,110円 

維持管理・保守修繕費 147,803円 

雑役務費 60,423円 

旅費交通費 11,305円 

通信運搬費 6,349円 

 

・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当 1,455,262円 

法定福利費（職員） 255,355円 

役員報酬 59,422円 

法定福利費（役員） 7,618円 

 

・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

謝金 14,350,294円 

維持管理・保守修繕費 3,201,169円 

光熱水道料 869,220円 

備品費 452,465円 

雑役務費 419,863円 



（宿舎等勘定） 

 

・雑益の内訳 

その他の雑収入 10,398,060円 

延滞利息 1,096,082円 

職員宿舎使用料 100,076円 

情報公開開示手数料 11,720円 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

 ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,095,966,675円 

現金及び預金勘定のうち定期預金（△） △ 500,000,000円 

資金期末残高 595,966,675円 

 

〔金融商品関係〕 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第 47 条の規定に定める金融商品に限定

しており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項  

令和７年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、現金は注記を省略しており、預金（定期預金を除く）、未収金、未払金及び預り金は短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1)定期預金 500,000,000円 502,053,086円 2,053,086円

(2)有価証券 6,999,690,552円 6,974,100,000円 △25,590,552円

資産　計 7,499,690,552円 7,476,153,086円 △23,537,466円  

(注) 負債に計上されるものは（ ）で示しております。 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三

つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 



（宿舎等勘定） 

〇資産 

（１）定期預金 

定期預金については、新規に同様の預入を行った場合に想定される預金金利で割り引いて算定す

る方法によっており、レベル２の時価に分類しております。 

 

（２）有価証券 

有価証券は、有価証券、投資有価証券の合計であり、満期保有を目的として公共債を保有してお

ります。 

公共債については、取引金融機関から提示された価格を用いて評価しており、レベル２の時価に

分類しております。 

 

〔退職給付債務関係〕 

 １．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金基

金制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）では、労働

関係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しておりま

す。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時

金を支給しております。 

 

 ２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 46,679,606円 

勤務費用 1,570,625円 

利息費用 469,248円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 3,202,520円 

退職給付の支払額 △ 695,313円 

期末における退職給付債務 44,821,646円 

    

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表   

期首における年金資産 10,441,266円 

期待運用収益 201,516円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 305,828円 

事業主からの拠出額 1,104,123円 

退職給付の支払額 △ 681,848円 

期末における年金資産 10,759,229円 

  



（宿舎等勘定） 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 12,744,064円 

年金資産 △ 10,759,229円 

積立型制度の未積立退職給付債務 1,984,835円 

非積立型制度の未積立退職給付債務 32,077,582円 

小 計 34,062,417円 

未認識数理計算上の差異 92,868,067円 

未認識過去勤務費用 11,012,375円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 137,942,859円 

退職給付引当金 137,942,859円 

前払年金費用 － 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 137,942,859円 

 

（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用  1,570,625円 

利息費用 469,248円 

期待運用収益 △ 201,516円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △ 9,143,688円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 2,698,413円 

合 計  △ 10,003,744円 

   

（５）年金資産の主な内訳 

         年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 21.7% 

株式 20.6% 

預金 3.5% 

その他 54.2% 

合 計 100.0% 

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

      年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

      期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

      割引率  1.747％（一時金） 

          1.975％（年金） 

      長期期待運用収益率  1.930％ 

  



（宿舎等勘定） 

〔有価証券関係〕 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

区  分 種 類 貸借対照表計上額 決算日における時価 差  額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 
公共債 6,999,690,552円 6,974,100,000円 △ 25,590,552円 

 

２．満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

区  分 １年以内 １年超５年以内 

公共債 - 7,000,000,000円 

合  計 - 7,000,000,000円 

 

〔重要な債務負担行為〕 

 該当する事項はありません。 

 

〔重要な後発事象〕 

 該当する事項はありません。 


